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１．計画の趣旨、現状 

（１）計画の趣旨 

  本計画は、教育職員の業務負担を軽減し、授業改善に資する資質向上のための研修や、

児童生徒一人一人としっかりと向き合うことができる時間を確保することにより、教育職

員の働きやすさと働きがいの両立を図るとともに、学習指導要領が掲げる理念の実現に向

けて、より質の高い教育を推進することを目的として策定するものである。 

  特に、過剰な業務量や長時間勤務が教育職員の健康に及ぼす影響を軽減するため、業務

内容の適切な管理と計画的な働き方を推進する。また、教育職員の健康状態を定期的に把

握し、必要に応じて健康面への配慮や負担軽減措置を講じることで、働きやすい良好な職

場環境づくりに取り組む。 

  なお、本計画は、地方公務員法、教育職員の給与等に関する特別措置法、及び文部科学

大臣の指針等に基づき、また、第６次富加町総合計画における基本目標４政策２の働きや

すい職場環境づくりを具体化する行動計画である。 

 

（２）本町の現状 

  本町では、令和２年３月に、所管する学校の教育職員の在校時間の上限に関する方針と

して、「富加町立学校教育職員の業務の量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の

確保を図るために講ずべき措置に関する規則」を定め、人的配置や教育ＤＸ活用等、教育

職員の在校等時間の管理及びその時間の縮減に向けた様々な取組を推進してきた。 

  こうした取り組みの結果、本町における教育職員の時間外在校等時間の状況は以下のと

おりであった。 

 

□時間外在校等時間の状況 ＊富加町教育委員会調べ 

  【月あたり平均時間外在校時間等時間（過去５年間）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

富加小 34 時間 44 分 31 時間 38 分 37 時間 36 分 43 時間 09 分 31 時間 12 分 

  【時間外在校等時間が月４５時間を超える教育職員の割合（令和６、７年度）】 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

富加小Ｒ６ 70％ 75％ 65％ 20％ 0％ 60％ 60％ 55％ 40％ 40％ 65％ 50％ 

富加小Ｒ７ 30％ 20％ 20％ ５％ ０％ 30％ 30％ 25％ 15％ 10％ 25％ 35％ 

  

□心身の健康状況（ストレスチェック） ＊岐阜健康管理センター調べ 

  【総合健康リスクは 100 を基準に超えればリスクが大きいことを表す】 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

富加小 ７０％ ６８％ ６７％ 
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□仕事のストレス要因 

  【ストレスがあると答えている割合（令和 7 年度）】 

 仕事の負担（量） 仕事の負担（質） 人間関係 

富加小 ４２.８％ ６６.６％ ０％ 

   

令和６年度には、規則に定める時間外在校等時間の上限（月４５時間）を超える教育職

員が多数いたが、令和７年度は、減少傾向にある。 

仕事の負担や職場のサポートによる健康リスクを総合健康リスクとして表示している

が、全国や業種平均を下回り、良好な結果となっている。しかし、仕事の負担（量や質）

があると答えている職員が５０％前後いることも明らかになっている。 

この状況を鑑み、学校及び教育職員が本来の業務に専念できる環境整備を推進していく

必要がある。 

 

２．目標 

（１）時間外在校等時間に関する目標 

〇時間外在校等時間の上限を超えて勤務する教育職員を０％にする。 

時間外在校等時間の上限については、原則次に掲げる範囲内とする。 

① 1 箇月について４５時間  ②1 年について３６０時間 

 

（２）働きがいやワーク・ライフ・バランスに関する目標 

〇教育職員の健康総合リスク８０％を下回ることを基本目標とした上で、前年度を下回

るようにする。 

〇仕事の負担（量と質）が大きいと感じている職員を、前年度から下回るようにする。 

〇働きがいがあると答える職員を８０％以上にする。【現況値７１.４％】 

 

３．計画の期間 

  本計画は、令和８年度を初年度とし、令和１２年度までを対象期間とする。なお、本計

画は、この期間内においても、制度の改正や学校を取り巻く社会情勢の変化等により、見

直し変更する場合がある。 

 

４．実施する業務量管理・健康確保措置の内容 

  本町では、本計画期間中の重点事項として、以下の内容に取り組む。 

 

（１）「学校・教師が担う業務に係る３分類」を踏まえた業務の見直し 

①学校以外が担うべき業務 
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ア、登下校時の通学路における日常的な見守り活動等 

・登下校時や休み時間等における見守りのために、「安全サポーター」を学校に 1 名配

置する。 

・登下校時における見守りは、保護者による当番活動や地域学校協働活動における安全

安心部のＣＳサポーターによって行う。 

・凶悪事件の未然防止を目的とした民間協力拠点「子供１１０番の家」の登録依頼、関

係機関と連携した通学路の安全確認や危険個所対策などを積極的に行い、「富加町交

通安全対策協議会」を通して安全対策を推進する。 

イ、放課後から夜間等における校外の見回り、児童生徒が補導された時の対応 

・放課後から夜間における校外の見回りについては、警察に協力を依頼すると共に、富

加町青少年推進委員による見回りを定期的に行い、学校における自主的な見回りは原

則行わないこととする。 

・補導された児童生徒の引取りについては、保護者が第一義的な責任を負うことを、保

護者や警察と認識共有する。 

ウ、学校徴収金の徴収・管理 

  ・学級費、給食費の徴収事務がなくなり、負担軽減されてきている。その他の徴収金の

徴収事務も今後検討していく。 

 エ、地域学校協働活動の関係者間の連携調整等 

・地域と学校の連携を促進する「地域学校協働活動支援員」を配置し、学校運営協議会

の協力を得ながら、学校職員の業務負担を軽減する。 

・学校職員の支援体制を構築し、地域と学校をつなぐコーディネート機能の一層の充実

を図る。 

オ、保護者等からの過剰な苦情や不当な要求等の学校では対応が困難な事案への対応 

・学校に対する過剰な苦情や不当な要求に適切に対応できるよう、具体的な対応方法等

を示した「学校に対する過剰な苦情や不当な要求への対応マニュアル」（岐阜県教育

委員会策定）を周知すると共に、不当要求防止に関する講習会等を紹介し、受講を奨

励する。 

・迷惑電話等に対応できるよう、通話録音装置を学校に配備する。 

・学校を取り巻く多様で複雑な課題に対応できるよう、教育委員会相談窓口が支援した

り、スクールロイヤーの電話相談又は面談を受けられたりできるよう整備する。 

 

② 教師以外が積極的に参画すべき業務 

ア、調査・統計等への回答 

・町が学校に対して定期的に行っている調査や、作成を求めている各種計画について、

継続的に見直しを行う。また、提出に当たっては可能な限り統合型校務支援システム

の機能を活用することにより事務負担を軽減する。 

イ、学校の広報資料・ウエブサイトの作成・管理 

 ・情報管理担当の事務局職員が積極的に参画し、教育職員の事務負担を軽減する。 



4 

 

ウ、ＩＣＴ機器やネットワーク設備の日常的な保守・管理 

 ・情報管理担当の事務局職員が中心に対応しつつ、民間事業者へ委託をする。 

エ、水泳授業の学校プールや体育館等の施設・設備の管理 

  ・学校プールの管理業務は、全職員の輪番制による負担軽減を図り、夏休み期間は富加

町Ｂ＆Ｇプールの使用を奨励する。 

  ・体育館等の地域開放施設の管理業務は、事務局が行う。 

オ、校舎の開錠・施錠 

  ・開錠は、７：４５に校務員が行う。施錠は、引き続き全職員による輪番等で行うと共

に、夜間や早朝は自動警備装置による機械警備を実施する。 

カ、児童生徒の休み時間における安全への配慮 

  ・休み時間の時間帯に応じた安全点検等の必要な措置を事前に講じた上で、特定の教育

職員に偏らないよう、全教育職員による輪番や学習・生活支援員等との協働により負

担軽減を図る。 

 

③ 教師の業務だが、負担軽減を促進すべき業務 

ア、給食の時間における対応 

  ・学級担任等の特定の教育職員に偏らないよう、全教育職員による輪番や学習・生活支

援員との協働により、負担軽減を促進する。 

イ、授業準備 

  ・学習プリントの印刷等を行う教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）を 1

名配置すると共に、教員業務支援員の幅を広げるよう努める。 

  ・教育ＤＸの活用により、教育職員が作成した教材や指導資料を効率的に共有できる仕

組みを整備し、教育職員間での活用を促進することで負担軽減を図る。 

  ・業務効率化に資する教育ＤＸの効果的な活用について、引き続き検討する。 

ウ、学習評価や成績処理 

  ・統合型校務支援システムの機能を活用し、成績処理等に関する事務負担を軽減すると

共に、学習・生活支援員との協働により採点作業を行う。 

エ、学校行事等の準備・運営 

  ・学校行事で使用する資料・資材の簡素化、複数年活用等の工夫による負担軽減を図る

と共に、準備や運営に当たっては、教員業務支援員や学習・生活支援員との連携や準

備の簡素化等を促進する。 

  ・町が主催する体験活動や講座等の情報を効果的に提供し、学校現場における情報収集

等の負担を軽減すると共に、児童生徒が多様な学びに触れる機会を拡充する。 

オ、支援が必要な児童生徒・家庭への対応 

  ・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、ほほえみ相談員、医療的ケア

支援員等、多様な専門人材を配置する。 

  ・支援が必要な児童生徒、家庭が一人で悩みを抱え込むことがないよう、事務局内に相

談窓口を設置・運用すると共に、福祉部局の児童福祉担当や母子保健担当、中濃子ど



5 

 

も相談センター、子ども家庭センター「とも」との連携により、課題解決に努める。 

  ・地域の教育力を活用し、地域学校協働活動の学び部による学習ボランティアによって、

児童生徒の学習を支援する。 

 

（２）学校における措置の促進 

 

 〇学校経営構想に働き方改革に関する内容を盛り込み、地域や保護者と現状を共有するこ

とで、相互理解を深める。また、学校運営協議会や地域学校協働活動を積極的に活用し、

地域や保護者との連携を図りながら、働き方改革に向けた具体的な取組を推進する。 

 〇学校評価の評価項目に、働き方改革を含む本計画に対応した項目を設定する。また、学

校評価の結果を活用して進捗状況を定点観測し、さらに学校運営の改善に向けた具体的

な措置を講じることで、計画の実効性を高める。 

 〇管理職は、日常的なコミュニケーションを通じて、各業務に費やす時間配分の仕方、優

先順位のつけ方、書類等の整理の仕方、学校内外のリソースやネットワークを活かした

教材研究の仕方、専門性向上のための自己研鑽の仕方とその時間の生み出し方等、実現・

持続可能な業務の進め方について意見交換を行う。さらには、教育職員の働き方改革を

積極的に評価するなど、意識の醸成に努める。 

 〇管理職は、把握した教育職員の勤務状況を踏まえ、一部の教育職員に業務が集中しない

よう、業務の平準化・効率化を図る。 

 〇学校の教育課程における年間総授業時数や週当たり授業時数については、年度当初の計

画段階で真に必要な時数となるよう設定する。特に、標準授業時数を大幅に上回って編

成されている場合は、指導体制に見合うものとなるよう見直す。 

 〇児童生徒の登校時刻については、地域の状況や実情を十分に考慮したうえで、児童生徒

の安全確保と教育職員の勤務時間に配慮しながら、適切に設定する。 

 〇当初のねらいが形骸化し十分な効果が見込めない活動の見直しを図る。 

  また、学校行事について、その目的や教育効果を踏まえたうえで、精選と重点化を継続

的に進める。 

 〇デジタル技術の活用により、職員間における情報共有のデジタル化や服務管理等の校務

を効率化する。 

 〇児童生徒の校内清掃は、回数・範囲・時間等の合理化を促進する。 

 

（３）教育職員の健康及び福祉の確保に関する取組 

 

 〇管理職は、ハラスメント防止やメンタルヘルス等を鑑み、働きやすい職場づくりに努め、

適正な職場管理を行う。 

 〇事務局に、ハラスメント等について相談できる窓口を設置・運用することとし、電話、

手紙、メール等、方法を問わず相談を受けられる体制を整備する。 

 〇ハラスメント等に関する相談により把握した事案については、事務局内において、個々
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の事例に即して必要な対応や支援等を検討し、学校に対して指導・助言するなど、事務

局が学校と協力して適切・迅速な解決を図る。 

 〇学校に設置する安全衛生委員会を機能させ、教育職員の健康診断やストレスチェックの

実施状況を把握した上で、教育職員の健康障害の防止及び健康保持増進に向けた取組を

充実させる。 

 〇１箇月時間外在校等時間が８０時間を超える教育職員、又はストレスチェックで高スト

レスと判定された教育職員には、健康管理医と面談するよう働きかけを徹底する。 

 〇ノー残業デーを週に一度は設定すると共に、長期休業期間中に緊急時の連絡体制を確保

した上で、一定期間の学校閉庁日を設定する。また、教育職員が計画的に年次有給休暇

を取得できる環境を整える。 

 〇勤務時間のスライド及び１年単位の変形労働時間制等の勤務時間制度の活用について

周知する。 

 〇事務局内にメンタル不調等に関する相談窓口を設置・運用することとし、必要に応じて

健康管理医等から指導・助言を受けられる体制を整備すると共に外部機関が提供する相

談窓口についても周知を一層進める。 

 〇年次有給休暇について、まとまった日数を連続して取得できるよう、学校に対して取得

を促進する。 

 

５．関連する取組、今後のフォローアップについて 

 〇取組の着実な実行を図るため、学校の教育職員の時間外在校時間等時間の状況を把握し、

毎年、町のＨＰで公表すると共に、定例の教育委員会及び総合教育会議において報告す

ることとする。 

 〇時間外在校時間等時間にかかる目標の達成状況については、学校の出退勤管理システム

で把握し、その他の目標については、ストレスチェックの結果から把握する。 

 〇事務局において、本計画の内容に照らして課題が見られるときは、当該学校に対して個

別の支援・指導を実施する。また、業務の持ち帰りや休憩時間の確保、業務の偏りが課

題となっている場合には、速やかに改善されるよう指導する。 

 〇学校において、管理職のリーダーシップの下、学校運営協議会を活用し、地域や保護者

の理解・協力を得ながら「学校・教師が担う業務に係る３分類」に基づく取組の徹底等、

学校や教育職員が担ってきた業務の削減や役割分担の見直しを進める。 

 〇労務管理や協働的で健全な学校経営を行うために、事務局の指導のもと、校長会などで

支援・指導を積極的に行う。 

 


